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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第３四半期連結
累計期間

第46期
第３四半期連結
会計期間

第45期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
12月31日

売上高（百万円） 3,142 997 4,845

経常損失（百万円） △168 △33 △40

四半期（当期）純損失（百万円） △178 △36 △112

純資産額（百万円） － 1,042 1,296

総資産額（百万円） － 1,902 2,184

１株当たり純資産額（円） － 840.53 1,025.02

１株当たり四半期（当期）純損失金額（円） △143.54 △29.14 △89.61

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 54.8 59.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△149 － △17

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△50 － 0

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
153 － △79

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 464 509

従業員数（人） － 323 308

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 323 (16)

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（常用パートタイマー）人数であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 269 (15)

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（常用パートタイマー）人数であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社の主たる業務は、ＰＲ事業であり広報活動を支援するという役務を提供する業務であるため、生産に該当する

事項はありません。

(2）受注状況

　当社の事業はＰＲ事業であり、製造業等とは異なるため受注実績については記載しておりません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間のＰＲ事業を業務区分別に示すと、次の通りであります。

事業の業務区分別の名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

リテイナー 613 －

オプショナル＆スポット 304 －

ペイドパブリシティ 79 －

合計 997 －

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な事項はありません。 

　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

 

４【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結会計期間（平成21年７月～平成21年９月）におけるわが国経済は、昨年から続いていた景気の

底の状況から、輸出及び生産の増加に伴い持ち直しつつあります。しかしながら、依然として企業収益の厳しい状況

から、設備投資は減少を続け、また雇用・所得環境が厳しい中で個人消費においても低迷が続いてまいりました。

　このような状況下、ＰＲ業界におきましては、企業や地方公共団体等の活動の社会訴求や販売促進においては、こ

れまで広告一辺倒でありましたが、ＰＲに対する認知が高まるにつれ、広告と広報を組み合わせることにより、より

一層費用対効果の高い見せ方をする企業や団体が増加してまいりました。今後もこの傾向は顕著になると同時にブ

ログや口コミなどの個人が発信する情報手段と組み合わせた新たなＰＲ手法にも注目が集まってくるものと思わ

れます。しかしながら、このようなＰＲ活動への高い関心がある一方で、当第３四半期連結会計期間におけるＰＲ業

界は、昨年来の企業収益の低下から経費削減として広告活動費と同様にＰＲ・広報活動費の圧縮が行われる厳しい

市場環境下での営業を余儀なくされてまいりました。

　当社におきましても、このような業界環境の影響を受け、昨年から引続き厳しい経営状況の中で業務に邁進してま

いりました。当第３四半期連結会計期間におきましては、第１四半期から引続き、通常のパブリシティ業務のほか、

メディアトレーニング業務、危機管理対応業務の獲得に注力をしてまいりましたが、既存顧客の契約継続見直しや

契約額の縮小、イベント等のスポット案件が減少するなど景気後退の影響が色濃くでる結果となりました。このよ

うな状況の下、当第３四半期連結会計期間における売上高は前年同期間を下回りました。

　一方、売上原価においては、第１四半期連結会計期間より外注先の選定方法を見直し効率的な業務委託を行うこと

で外注費を削減し、また運送会社を１箇所に集中する等を行い経費削減にも努めてまいりました。この結果、当第３

四半期連結会計期間における売上高総利益率は、前年同期間を上回りました。また、販売費及び一般管理費において

も、残業時間の短縮、部署の統廃合等により人件費を中心に圧縮したことにより前年同期間に比べ圧縮することが

できました。このように経費削減に努めてまいりましたが、厳しい経済状況の下、売上高の減少により利益を確保す

るには至りませんでした。　

　国内子会社では、㈱マンハッタンピープルにおきましては、映画、映像関係のＰＲ需要が高かったことから堅調に

推移したものの、一方で共和ピー・アール㈱及び㈱共同ＰＲメディックスにおきましては、当年度初頭から幾つか

のＰＲ契約が終了したことを受け、前第３四半期連結会計期間の売上高を下回っております。また、海外子会社で
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は、中国の共同拓信公関顧問（上海）有限公司におきましては、主な営業先である中国に進出している日本企業の

業績悪化からＰＲ案件の獲得が当初の計画どおりに推移しておらず、新たに営業計画を見直し、新規でのクライア

ント獲得に取り組んでいる最中であります。また、韓国の韓国共同ＰＲ㈱におきましては、韓国国内での活動がまだ

まだ認知されておらず、日本企業、また韓国企業からＰＲ案件を獲得するために活動している段階であります。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間の連結業績は、売上高は997百万円（前年同期比10.5％減）、営業損失は

32百万円、経常損失は33百万円、そして四半期純損失は36百万円となりました。　

(2) 財政状態の分析 

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は1,902百万円となり、前年同期間末に比べ339百万円減少いたしま

した。この主な要因は流動資産の減少285百万円、固定資産の減少48百万円、そして繰延資産の減少５百万円による

ものであります。

流動資産は前年同期間末に比べ、285百万円減少し1,189百万円となりました。この主な要因は、たな卸資産の増加

19百万円等があったものの、現金及び預金の減少188百万円、貸倒引当金の増加116百万円等によるものであります。

固定資産は前年同期間末に比べ、48百万円減少し705百万円となりました。この主な要因は、有形固定資産におけ

る売却、除却と減価償却に伴う資産の減少31百万円等、無形固定資産における償却による減少14百万円、投資その他

においては敷金保証金の増加14百万円があったものの、繰延税金資産の減少18百万円等によるものであります。

繰延資産は前年同期間末に比べ、５百万円減少し８百万円となりました。これは、中国子会社である共同拓信公関

顧問（上海）有限公司の開業費償却による減少５百万円によるものであります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債は860百万円となり、前年同期間末と比べ12百万円増加いたしました。

これは流動負債の増加20百万円、固定負債の減少８百万円によるものであります。

流動負債は前年同期間末に比べ、20百万円増加し628百万円となりました。この主な要因は、買掛金の減少30百万

円、未払法人税等の減少17百万円があったものの、短期借入金の増加62百万円等によるものであります。

固定負債は前年同期間末に比べ、８百万円減少し232百万円となりました。この要因は、役員退職慰労引当金の増

加３百万円があったものの、計上方法の変更により退職給付引当金が11百万円減少したことによるものでありま

す。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は1,042百万円となり、前年同期間末に比べ351百万円減少いたしま

した。この主な要因は、利益剰余金の減少321百万円、自己株式の取得による減少10百万円、そして少数株主持分の減

少10百万円によるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物の四半期末残高は464百万円となり、前年

同期間に比べ188百万円減少いたしました。

　　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは50百万円の支出となりました。主なプラス要因は、仕入債務の増加26百万

円、減価償却費11百万円等であり、主なマイナス要因は、税金等調整前四半期純損失33百万円、売上債権の増加20百

万円、たな卸資産の増加33百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは１百万円の支出となりました。主な要因は、投資有価証券の取得による支

出１百万円等によるものであります。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは16百万円の支出となりました。主な要因は、配当金の支払いによる支出17

百万円等によるものであります。　
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。

なお、当連結会計年度は四半期報告制度の導入初年度であるため、「財政状態及び経営成績の分析」において、比

較、分析に用いた前年同四半期連結会計期間の数値は、独立監査人による四半期レビューを受けておりません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,040,000

計 5,040,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,260,000 1,260,000ジャスダック証券取引所 単元株式数100株

計 1,260,000 1,260,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 1,260,000 － 419 － 360

　

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　　

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  　　20,100 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　 1,239,600 12,396 同上

単元未満株式 普通株式　   　　300 － －

発行済株式総数 1,260,000 － －

総株主の議決権 － 12,396 －

  

②【自己株式等】 

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式
数（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

共同ピーアール株式会社 東京都中央区銀座七丁目２番22号 20,100 － 20,100 1.60

計 － 20,100 － 20,100 1.60

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 710 610 575 690 669 655 640 597 610

最低（円） 590 501 445 421 525 600 576 541 535

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 業務本部長 常務取締役

第６業務局局長兼

営業統括担当、第

１業務局・第３業

務局・第５業務局

担当

上村　巍 平成21年５月１日

取締役 管理局担当 取締役 業務管理担当 半田　寛 平成21年５月１日

取締役 総務担当 取締役 管理局長 古賀良三 平成21年５月１日

取締役

業務本部長補佐、

共同拓信公関顧問

(上海）有限公司

担当、名古屋支社

長

取締役

第２・第４業務

局担当、共同拓信

公関顧問(上海）

有限公司担当、名

古屋支社長

山田　明 平成21年５月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 477,744

※2
 522,968

受取手形及び売掛金 688,819 ※3
 906,497

未成業務支出金 55,984 44,580

その他 84,054 75,168

貸倒引当金 △117,513 △76,178

流動資産合計 1,189,088 1,473,037

固定資産

有形固定資産 ※1、2
 242,653

※1、2
 253,963

無形固定資産

のれん 8,474 12,727

その他 26,905 32,817

無形固定資産合計 35,379 45,544

投資その他の資産

その他 434,560 405,314

貸倒引当金 △7,257 △4,620

投資その他の資産合計 427,302 400,693

固定資産合計 705,336 700,201

繰延資産 8,256 11,019

資産合計 1,902,681 2,184,258

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 156,905

※2
 325,442

短期借入金 ※2
 293,932 76,440

1年内返済予定の長期借入金 － 1,136

未払法人税等 10,702 65,134

その他 166,553 199,753

流動負債合計 628,093 667,905

固定負債

退職給付引当金 172,672 162,666

役員退職慰労引当金 59,783 57,308

固定負債合計 232,455 219,974

負債合計 860,549 887,880
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 419,900 419,900

資本剰余金 360,655 360,655

利益剰余金 288,574 523,935

自己株式 △10,414 △339

株主資本合計 1,058,714 1,304,151

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,971 67

為替換算調整勘定 △13,611 △12,840

評価・換算差額等合計 △16,582 △12,772

少数株主持分 － 5,000

純資産合計 1,042,132 1,296,378

負債純資産合計 1,902,681 2,184,258
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 3,142,900

売上原価 1,103,597

売上総利益 2,039,302

販売費及び一般管理費 ※1
 2,208,015

営業損失（△） △168,713

営業外収益

受取利息 437

受取配当金 150

仕入割引 96

受取賃貸料 3,527

還付消費税等 1,382

その他 1,422

営業外収益合計 7,017

営業外費用

支払利息 4,130

売上割引 548

為替差損 1,790

その他 91

営業外費用合計 6,561

経常損失（△） △168,257

特別利益

固定資産売却益 ※2
 206

持分変動利益 2,848

特別利益合計 3,055

特別損失

固定資産除却損 ※3
 9,440

特別損失合計 9,440

税金等調整前四半期純損失（△） △174,642

法人税、住民税及び事業税 10,529

過年度法人税等 1,118

法人税等調整額 △1,878

法人税等合計 9,768

少数株主損失（△） △5,442

四半期純損失（△） △178,968
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 997,416

売上原価 317,920

売上総利益 679,496

販売費及び一般管理費 ※1
 712,354

営業損失（△） △32,858

営業外収益

受取利息 106

受取配当金 16

受取賃貸料 1,281

その他 414

営業外収益合計 1,820

営業外費用

支払利息 1,568

売上割引 45

為替差損 734

その他 9

営業外費用合計 2,357

経常損失（△） △33,396

特別利益

固定資産売却益 4

特別利益合計 4

税金等調整前四半期純損失（△） △33,391

法人税、住民税及び事業税 4,437

法人税等調整額 △1,731

法人税等合計 2,705

少数株主利益 35

四半期純損失（△） △36,132
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △174,642

減価償却費 35,514

貸倒引当金の増減額（△は減少） 43,971

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

12,481

受取利息及び受取配当金 △587

支払利息 4,130

固定資産売却損益（△は益） △206

持分変動損益（△は益） △2,848

固定資産除却損 9,440

売上債権の増減額（△は増加） 218,122

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,425

仕入債務の増減額（△は減少） △168,521

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,630

その他 △38,737

小計 △82,939

利息及び配当金の受取額 587

利息の支払額 △4,333

法人税等の支払額 △63,219

営業活動によるキャッシュ・フロー △149,903

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △27,866

有形及び無形固定資産の売却による収入 726

投資有価証券の取得による支出 △3,829

敷金及び保証金の差入による支出 △56,144

敷金の回収による収入 37,452

その他 △520

投資活動によるキャッシュ・フロー △50,182

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 215,316

長期借入金の返済による支出 △1,136

少数株主からの払込みによる収入 4,710

自己株式の取得による支出 △10,075

配当金の支払額 △55,567

財務活動によるキャッシュ・フロー 153,247

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,045

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △44,792

現金及び現金同等物の期首残高 509,014

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 464,222
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

会計処理基準に関する事項の変更 (1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日公表分）を第１四半期連結会計期間か

ら適用し、個別法による原価法から個別

法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）に変更しております。

なお、これによる当第３四半期連結累計

期間の損益に与える影響はありません。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の

会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号）を第１四半期連

結会計期間から適用しております。なお、

これによる当第３四半期連結累計期間の

損益に与える影響は軽微であります。

　

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率

等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前連結

会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒

見積高を算定しております。 

　

２．固定資産の減価償却費の

算定方法

定率法を採用している資産については、連

結会計年度に係る減価償却費を期間按分し

て算出する方法によっております。 

　

３．経過勘定項目の算定方法 合理的な算定方法による概算額で計上する

方法によっております。 

　

４．退職給付費用の算定方法 退職給付費用は、期首に算定した当連結会

計年度に係る退職給付費用を期間按分して

算定しております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、233,057千円であ

ります。

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 5,593千円

建物 16,547千円

土地 9,360千円

合　計 31,500千円

 

担保付債務は次のとおりであります。

買掛金 22,210千円

短期借入金 100,000千円

合　計 122,210千円

　

──────

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、210,793千円であ

ります。

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 5,593千円

建物 16,954千円

土地 9,360千円

合　計 31,907千円

 

定期預金に対応する担保付債務は次のとおりであり

ます。

買掛金 9,584千円

合　計 9,584千円

 

※３　期末日満期手形の会計処理について手形交換日を

もって決済処理しております。

　なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

受取手形 1,478千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 役員報酬 95,131千円

 給与手当 1,314,608 

 雑給 29,637 

 法定福利費 186,101 

 地代家賃 209,514 

 貸倒引当金繰入額 43,971 

 退職給付費用 28,934 

 役員退職慰労引当金繰入額 2,475 

 のれん償却 4,329 

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 有形固定資産（その他） 206千円

　　合　計 206千円

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 有形固定資産（建物及び構築物） 8,699千円

 有形固定資産（その他） 740千円

　　合　計 9,440千円
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当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 役員報酬 31,464千円

 給与手当 439,754 

 雑給 9,456 

 法定福利費 60,640 

 地代家賃 65,760 

 貸倒引当金繰入額 1,799 

 退職給付費用 10,279 

 役員退職慰労引当金繰入額 825 

 のれん償却 1,436 

　　

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） 

（千円）

　現金及び預金勘定 477,744

　預入期間が３か月を超える定期預金等 △13,522

　現金及び現金同等物 464,222
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式                1,260,000株

   

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式   　　            20,148株

   

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

   

４．配当に関する事項

（１）配当金支払額 

 決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり　

配当額(円)
 基準日  効力発生日  配当の原資

平成21年３月27日

定時株主総会
 普通株式 37,79530.00平成20年12月31日 平成21年３月30日 利益剰余金

平成21年８月７日

取締役会
 普通株式 18,59715.00平成21年６月30日 平成21年９月11日 利益剰余金

（２）基準日が当連結会計年度の開始日から当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生

日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

  

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、当第３四半期連結累計期間において、平成21年２月12日開催の取締役会における自己株式取得決議に

基づき、自己株式の取得を行いました。この結果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式は10,075千円

(20,000株）増加し、当第３四半期連結会計期間末において10,414千円（20,148株）となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年１月１日　至平成21年９月30日）

　当社グループの事業はＰＲ事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

　

【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年１月１日　至平成21年９月30日）

　本邦の売上高の金額は全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地セグメント情報

の記載を省略しております。 

　

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年１月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

　その他有価証券で時価のあるものが、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、有価証券関

係の記載は省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 840.53円 １株当たり純資産額 1,025.02円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △143.54円

 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △29.14円

 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（千円） △178,968 △36,132

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △178,968 △36,132

期中平均株式数（千株） 1,246 1,239
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成21年８月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………18百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年９月11日

　（注）　平成21年６月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

共同ピーアール株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　秀之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 向出　勇治　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている共同ピーアール株式

会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、共同ピーアール株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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